
『Buzip』無料プランサービス利用規約 

 

株式会社ディーノシステム（以下「当社」）は、当社が提供する、「Buzip」（https://buzip.net/）のウェブサイト上に企業情報（テキスト、画像、動画）を提供するサービス（以下「本サービ

ス」）について定めるものとします。 

本サービスの契約者は、申し込みをした時点をもち下記条項を承諾したとみなされ、「Buzip」サービス利用規約（以下「本規約」）に拘束されます。 

 

第１条（用語） 

本規約等における用語は、以下各号に定める意義を有するものとします。 

（１）「本サイト」とは、https://buzip.net/で表示される当社が運営するウェブサイト「Buzip」（旧名称：日本の社長.tv）（配下のサイトページ全てを含む）を意味します。 

（２）「企業ページ」とは、企業情報（テキスト、画像、動画）すべてを含むページ全体を意味します。 

（３）「本契約」とは、本規約の定めるところにより契約者と当社との間で締結する本サービス利用に関する契約を意味します。 

（４）「契約者」とは、本規約の定めるところにより本サービスへの申し込みを行い、当社との間で本契約を締結した者（企業を含む）を意味します。 

（５）「申込者」とは、本規約の定めるところにより本サービスの利用を当社が指定する方式に則り申し込んだ者を意味します。本契約の締結により申込者が契約者となった場合に、本

規約中の申込者に関する規定は、契約者を各規定記載の申込者とみなして契約者に適用されるものとします。 

（６）「代理店」とは、販売パートナーその他名称の如何を問わず当社から本サービス販売、対価回収等の業務委託を請けた者、及びかかる者から当社の許諾に基づきかかる業務の

再委託を請けた者を意味しま 

（７）「管理者」とは、契約者の社員若しくは代理店や第三者に契約者のマイページを利用する為のマイページログインメールアドレス・パスワードを発行でき、マイページ使用の権限

を付与できる者を意味します。 

（８）「マイページ」とは、本サービス契約者や管理者、また管理者によりマイページ使用の権限を付与された者（以下「マイページ利用者」）が企業情報・個人情報を登録・変更・削除及

び各種サービスを利用するために使用する専用ページを意味します。 

 

第２条（サービス内容及び変更） 

１、本サービスの内容は、以下各号に定めるとおりとし、その詳細は当社において定めるものとします。 

（１）代表ページ 

  契約者または管理者、マイページ利用者が代表者に関しての情報（テキスト・画像）を登録・変更・削除できる Buzip サイト内の WEB ページです。 

（２）社員ページ 

  契約者または管理者、マイページ利用者が契約者の従業員に関しての情報（テキスト・画像）を登録・変更・削除できる Buzip サイト内の WEB ページです。 

（３）商品・サービスページ 

  契約者または管理者、マイページ利用者が商品・サービスに関しての情報（テキスト・画像）を登録・変更・削除できる Buzip サイト内のWEB ページです。 

（４）求人ページ 

  契約者または管理者、マイページ利用者が契約者の求人情報に関しての情報（テキスト・画像）を登録・変更・削除できる Buzip サイト内の WEB ページです。 

２、本サービスの内容は、当社が必要と判断する場合、あらかじめ契約者（会社）に通知することなく、いつでも、変更できるものとします。その際は、当社が運営するウェブサイト内の

適宜の場所に掲示いたします。当該掲示等の後、当社が定める所定期間内に異議がない場合、または契約者が本サービスの利用を継続した場合、契約者はこれを承諾したものと

みなします。 

 

第３条（利用条件） 

１、契約者は、本規約のほか当社が別途定める本サービスに関する規則、企画概要、ルール、ガイドライン、及び当社の通知事項（以下「本規約等」）を遵守するものとします。 

２、本サービスの利用条件は、本規約等も含め、契約者に事前に承認を得ることなく変更されることがあります。その際は、マイページ等にて通知します。当該掲示等の後、当社が定

める所定期間内に異議がない場合、または契約者が本サービスの利用を継続した場合、契約者はこれを承諾したものとみなします。 

 

第４条（本サービスの申し込みと事実表明） 

１、本サービスの利用を希望する者は、当社または代理店が定める方式により、本サービス利用申し込みを行うものとします。 

２、申込者は、本サービス利用申し込みにあたり、当社に対して、次の事項を表明し保証します。 

（１）本サービス申し込みにおいて申込者が述べた事実は、完全かつ正確である。 

（２）本サービスの利用は、第三者の如何なる権利も侵害しない。 

（３）本サービス利用にあたり、不法または不正な目的または意図をもっていない。 

（４）本サービスの利用にあたり、本規約等に違反する目的または意図をもっていない。 

 

第５条（承諾） 

１、当社は、本サービスの申し込みに対し、当社所定の基準により審査の上、承諾する場合には、承諾する旨の通知を行った時点（代理店を経由して、申込者から本サービスの申し

込みがなされた場合については、当社が代理店に対して、当該申し込みを承諾する旨の通知を行った時点）で、本契約が締結されていたものとし、申込者は本契約の契約者として

本規約の定めに拘束されるものとします。 

２、当社は、次に掲げる各号の何れかの事由に該当すると判断した場合には、本サービスへの申し込みを承諾しません。尚、当社はかかる措置に関し申込者に対し一切の責を負わ

ないものとします。 

（１）申込者に本サービスを提供することが不適切な場合。 

（２）申し込みの際に、申込者が提供した情報に虚偽の記載等がある場合または申し込み時の事実表明に虚偽がある場合。 

（３）その他申込者に本サービスを提供することが不適切であると当社が判断した場合。 

 

第６条（利用料） 

１、契約者は、本サービスで提供する有料のサービスを除き、原則的に本サービスを無料で利用する事ができます。 

２、契約者は、本サービスで提供する有料のサービスを利用する場合、当社が別途定める料金体系に基づく更新利用料を支払うものとします。本契約が更新される場合には、契約者

は更新ごとに当該料金体系に基づく更新利用料を支払うものとします。 

 

第７条（利用料等の支払い） 

１、利用料等に賦課される消費税及び地方税は契約者が負担するものとします。 

２、利用料等の支払方法については、契約者が申込時に当社または代理店と別途取り決めた内容に従うものとします。 

３、本規約等に別段の定めがある場合を除き、本規約等が解除その他如何なる理由で終了した場合でも、当社及び代理店は受領した利用料等を返還する義務を負わず、契約者は

支払義務の生じた利用料等の支払いを免れないものとします。 

４、本契約に関する利用料の支払いを怠ったときは、支払うべき利用料の金額に対し商事法定利率の割合による遅延損害金を当社に支払わなければなりません。 

 

第８条（本サービスの解約） 

１、契約者は、所定の手続きを行うことにより、本サービスをいつでも解約する事ができます。 

２、契約者は、本サービスで提供する有料のサービスを利用している場合、有料サービスで締結している契約に準じた解約の条件を優先します。 

 

第９条（免責事項等） 

１、当社は、本サービスを高品質で提供するため、最大限努力します。しかし、当社は本サービスが常に完全な状態で提供されることを約束するものではないことを契約者は承諾す

るとともに、電源喪失による中断、誤作動、電気通信事業者によるインターネット回線の保守、第三者による加害行為等により本サービスの履行に支障が生じた場合、契約者は直ちに



当社に連絡するものとします。尚、当社は当該本サービスが不履行に陥った場合、本規約と本規約等の定めに従い対応を図るものとします。 

２、当社または代理店は、契約者による本サービスの利用の結果、効用、効果等を、一切保証しないものとします。さらに、表示外観上の差異（機種による差異、ブラウザによる差異、

本サイトのレイアウト・デザイン変更、変換技術の仕様変更による差異）、表示上の重大な差異（変換技術の仕様による表示不能）、機能不全が確認されたといえども、契約者は当社に

一切異議を申し立てないものとすると共に、当社及び代理店は契約者に対し、本サービスを完全な状態で提供することを一切保証しないものとします。 

３、当社及び代理店は、契約者より提供された素材データについて、第三者が保有する商標権、著作権、名称に対する権利、知的財産権、その他の権利を侵害しているか否かにつ

いての確認または検査の責を一切負いません。当社及び代理店は、この侵害について一切の責を負わないものとします。 

４、マイページ利用者を含む契約者が本サービスの利用によって第三者に対して損害を与えた場合、契約者は自己の責において解決するものとし、当社及び代理店は関知せず、

一切の責を負わないものとします。また契約者と管理者は如何なる場合も契約者が責を負うことを承諾した上でマイページ利用者に、マイページ使用の権限を付与するものとしま

す。 

 

第１０条（本サービスの解除等） 

当社は、契約者について次に掲げるいずれかの事由に該当すると判断する場合、何らの催告、通知をせずに契約者に対する本サービスの提供を中止若しくは停止し、または催告

を経ずに本契約を解除することができる。この場合、本サービスの中止若しくは停止または本契約の解除により契約者に損害または不利益等が生じたとしても当社及び代理店は一

切の責を負わないものとします。 

（１）本規約等を含め、本契約に違反した場合。 

（２）申し込みに関する書類、フォーム等に虚偽の記載があった場合または申込時の事実表明に虚偽があった場合。 

（３）本サービス申し込みにおいて著しい誤解を招く情報、著しく誤った情報を提供した場合、または重要な情報を隠した場合。 

（４）本サービス申し込みまたは利用により日本その他の国の法令に違反した場合。 

（５）第三者を誹謗中傷した場合、知的財産権、既存のドメインに対する権利、その他の権利を侵害した場合（第三者から当社または代理店に対して契約者による、かかる権利侵害行

為の存在が通知された場合において、当社または代理店から契約者に対して当該通知の内容について問い合わせを行ったにもかかわらず、当社または代理店の指定する期間内

に契約者が回答をしない場合には、当該権利侵害があったものとして本号を適用するものとします）。 

（６）利用料の支払いがないか、滞納した場合。 

（７）本サービスの評価または信用を意図的に毀損した場合。 

（８）契約者が企業ページ制作に関連し、当社または代理店に提供した素材データが他社の知的財産権を侵害する虞がある場合。 

 

第１１条（本サービスの停止等） 

当社は、次の何れかに該当する場合、何ら催告、通知をせずに本サービスの提供を中止または必要な期間停止することができます。この場合、本サービスの中止または停止により

契約者に損害、または不利益等が生じたとしても当社及び代理店は、一切の責を負わないものとします。 

（１）本サービスにかかわるコンピューター・システムの点検又は保守作業を定期的または緊急に行う場合。 

（２）コンピューター、通信回線等が事故により停止した場合。 

（３）火災、停電、天災地変、疫病の蔓延など不可抗力により本サービスの運営ができなくなった場合。 

（４）その他、当社が中止または停止を必要と判断した場合。 

 

第１２条（第三者との紛争解決） 

契約者は、本サービスの利用、本規約等に違反したことなどを原因として、第三者との間で紛争等が生じた場合、自らの責と一切の費用負担において当該紛争を速やかに解決する

ものとします。尚、当社及び代理店は当該紛争に関して、一切の責を負わないものとします。 

 

第１３条（変更届出） 

１、契約者は、申込者名・代表者名・住所・電話番号・FAX 番号・メールアドレス・URL 等、その他申込に際して当社または代理店に提供した事項に変更があったときには、ただちにそ

の情報を提供した当社または代理店に届け出るものとします。 

２、当社または代理店は、前項の届出があった時は、その届出のあった事実を証明する書類を提示させることができます。 

３、第１項の届出の無い場合、当社または代理店は契約者に対し、当社契約者が提供した契約者の住所・電話番号・FAX 番号・メールアドレスなどの連絡先に対し通知すれば足りる

ものとみなし、当該通知が契約者に到達しなかったとしても、当該通知を発したときに契約者に到達したとみなします。 

 

第１４条（譲渡の禁止） 

契約者は、当社が事前に承諾した場合を除き、本契約上の地位並びに本サービスに対する如何なる権利又は義務についても第三者に譲渡、承継、担保設定その他の処分をするこ

とはできないものとします。 

 

第１５条（損害賠償） 

１、当社は、本サービスの提供にあたり、当社の故意または重過失により契約者に損害を与えたとき、契約者に対してその損害を賠償するものとします。但し、不法行為、債務不履行、

その他請求原因の如何を問わず、当社は、如何なる間接損害、予見の有無にかかわらず特別な事情から生じた損害については、賠償の責を免れるものとし、当社が責を負う賠償額

は、当該損害の発生した契約に関して契約者から受領した利用料をその上限とします。 

２、契約者が本規約等に違反し、または本サービスの利用に関連して、当社に損害を与えた場合には、本規約等の定めにより本サービス提供の一時停止、本契約の解除等をしたか

否かにかかわらず、当該契約者は、当社に対しその損害を直ちに賠償する責を負うものとします。 

３、法人またはその他の団体（以下「法人等」）が、当該法人等に所属する個人を契約者として本サービスに利用申し込みし本契約が締結された場合、その利用態様如何を問わず、

当該法人等の利用であるとみなします。その場合において、当該個人が本規約等に定める事項に違反したことにより当社が損害を被った場合には、その時点で当該個人が法人等

に所属しているか否かに関わらず、当該法人等が当該損害を賠償する責を負うものとします。 

４、企業ページの掲載、利用、照会及び本サービスの利用により契約者が第三者の権利を侵害した結果、当社及び代理店が当該第三者より請求または要求を受けた場合、契約者は

契約者の費用と責の下で当社及び代理店を保護し、万一当社及び代理店が第三者に対し損害賠償義務を負いまたはかかる請求若しくは要求に対応する費用（弁護士費用等含む）

を負担した場合、その損害額及び費用を当社及び代理店に補償するものとします。当社及び代理店は、当該第三者に現実に損害額を支払う前でも、当該損害額にかかる損害補償

義務の履行を契約者に請求できるものとします。ただし、損害および費用の補償義務の履行請求に際し、契約者は自己の責に帰すべき事由がない場合に限り当社及び代理店に弁

明を申し立てることができるものとします。 

 

第１６条（反社会的勢力の排除） 

１、申込者（利用契約が更新される場合は利用者とします。）は、当社に対して利用申し込み日及び利用契約成立日において、自ら、自らの取締役、監査役及び執行役員等の業務執

行について重要な地位にあるもの、並びに出資者（併せて以下「役職員等」）が、以下の各号に定めるもの（以下「暴力団等」）に該当しないことを表明し、保証するものとします。 

（１）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年五月十五日法律第七十七号。その後の改定を含みます）第２条において定義されるもの）。 

（２）暴力団の構成員（準構成員を含みます。以下同様）、若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者。 

（３）暴力団完成企業又は本項各号に定める者が出資者または業務執行について重要な地位にある団体若しくはこれらの団体の構成員。 

（４）総会屋、社会運動標榜ゴロ、政治活動標榜ゴロ、特殊知能暴力集団又はこれらの団体の構成員。 

（５）暴力団又は暴力団の構成員と密接な関係を有する者。 

（６）前各号に準じる者。 

２、申込者は、当社に対して利用申込日及び利用契約成立日において、以下の各号のいずれにも該当しないことを表明し、保証するものとします。 

（１）暴力団が経営を支配していると認められる関係を有すること 

（２）暴力団等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること 

（３）自己もしくは第三者の不正の利益を図る目的、または第三者に損害等を加える目的をもってするなど、暴力団等を利用していると認められる関係を有すること 

（４）自己または役職員等が暴力団等に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしていると認められる関係を有すること 

（５）自己又は役職員等が暴力団等と社会的に非難されるべき関係を有すること 



（６）前各号に準じる関係を有すること 

３、申込者は、自ら、又は第三者を通じて以下の各号の何れかに該当する行為及び該当する虞のある行為を行わないことを誓約するものとします。 

（１）暴力的な行為。 

（２）法的な責を超えた不当な要求行為。 

（３）取引に関して、脅迫的な言動を行い、又は暴力を用いる行為。 

（４）風説の流布、偽計若しくは威力を用いて、当社及び代理店の信用を毀損し、又はこれらの者の運営にかかる業務を妨害する行為。 

（５）暴力団等が役職員等となり、又は前項各号に該当する行為。 

（６）前各号に準じる行為。 

４、当社は、本条第１項及び第２項に定める表明及び保証事項が虚偽や不正確となる事由が判明若しくは発生し、又は発生すると合理的に見込まれる場合には、通知・催告その他の

手続きを要することなく、当該申込者にかかる利用申し込みを承諾せず、また利用契約を解除することができるものとします。 

５、前項によっては、当社の申込者に対する損害賠償請求は何ら妨げられないものとします。 

６、第４項にしたがって利用申込を承諾せず、また利用契約を解除したことによって申込者及び利用者に損害、損失、費用等が発生した場合でも、当社は何ら責を負わないものとしま

す。 

 

第１７条（準拠法） 

本契約の効力、履行、解釈に関する準拠法は日本法とします。 

 

第１８条（専属的裁判管轄） 

当社及び代理店と契約者との間の訴訟の必要が生じた場合は、当社の本社所在地を管轄する裁判所をもって第一審の専属的合意管轄裁判所とします。 

 

第１９条（存続規定） 

本規約等は有効期間が終了したといえども有効に存続します。 

 

【本件における個人情報の取扱いについて】 

 

１、個人情報の利用目的について 

（１）当社は、ご提供いただいた個人情報を以下の目的のために利用し、それ以外の目的には利用いたしません。 

①『Buzip』に掲載するため 

②ご連絡やお問合せへの対応のため 

③メールマガジンを配信するため 

④求人エントリー情報を提供するため 

⑤特定の個人を識別できない形にした統計・調査資料を作成し、それらに基づく営業活動を行うため 

（２）当社は、次の各号のいずれかに該当すると認められる場合には、利用目的の達成に必要な範囲を超えて個人情報を利用することがあります。 

①法令に基づく場合 

②人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得ることが困難であるとき 

③公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、本人の同意を得ることが困難であるとき 

④国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることによって当該事務

の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき 

２、個人情報の提供について 

 当社は、本人の同意がある場合及び上記１の（2）の各号のいずれかに該当する場合を除き、個人情報を第三者に提供しません。 

３、個人情報の開示等について 

 当社は、本人から開示対象個人情報について利用目的の通知、開示、内容の訂正・追加・削除、利用の停止、消去又は第三者への提供の停止の求めがあった場合には、遅滞なく

対応します。 

４、個人情報を収集する法人の正式名称 

株式会社ディーノシステム  

責任者：山田 文彦 

〒101-0048 東京都千代田区神田小川町1-6-1 

ＴＥＬ：03-6384-0596 ＦＡＸ：03-6384-0597 

Ｅメール：cs@d-nuo.co.jp 

５、当社が取得した個人情報の委託 

 当社は、利用目的の達成に必要な範囲内において、個人情報の取扱いの全部又は一部を、業務委託先に預託することがあります。その際、 業務委託先としての適格性を十分審

査するとともに、契約にあたって守秘義務に関する事項等を規定し、情報が適正に管理される体制作りを行います。 

６、個人情報の開示等及び苦情・相談の受付窓口について 

 個人情報の開示等及び苦情・相談につきましては、当社責任者までお申し出ください。 

７、個人情報を与えることの任意性 

 個人情報の提出は任意です。ただし提出いただけない場合には本件の業務において支障をきたす場合があります。 

 

 

【2017 年3 月7 日改定】 

【2019 年3 月13 日改定】 

【2020 年12 月12 日改定】 


